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環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律案の概要 
 

・ＴＰＰ協定の締結に当たっては、協定の国会承認だけでなく、国内実施法の成立が必要である。 

・ＴＰＰ協定の締結に伴い、同協定を的確に実施するため、関連する国内法の規定の整備を総合的・一体的に行うこととする。 

 
１．原産地手続、セーフガードに関する手続等の規定の整備を行う。（関税暫定措置法及び経済上の連携に関する 
 日本国とオーストラリアとの間の協定に基づく申告原産品に係る情報の提供等に関する法律）  
 

２．知的財産について、以下の規定の整備を行う。 
 
 （１）著作権等の存続期間の延長、著作権等を侵害する罪のうち一定の要件に該当するものについて告訴  
  がなくても公訴を提起できることとする等の規定の整備を行う。（著作権法） 
 
 （２）発明の新規性喪失の例外期間の延長、特許権の存続期間の延長制度の規定の整備を行う。（特許法） 
 
 （３）商標の不正使用についての損害賠償に関する規定の整備を行う。（商標法） 
 

３．外国にある事業所において管理医療機器等の基準適合性認証の業務を行う認証機関の登録、監督等の  

 規定の整備を行う。（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律） 
  
４．独占禁止法違反の疑いについて、公正取引委員会と違反の疑いがある者との間の合意により自主的に 
 解決する制度の規定の整備を行う。（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律） 
 
５．肉用牛及び肉豚についての交付金の交付並びに輸入加糖調製品の砂糖との価格調整に関する措置等 
 の規定の整備を行う。（畜産物の価格安定に関する法律、砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律及び独立行政法人農畜産 
 業振興機構法） 
 
６．国際約束により相互に農林水産物等の名称を保護することとした外国の当該名称を保護できることとする 
 等の規定の整備を行う。（特定農林水産物等の名称の保護に関する法律） 

１．法案の概要 

環太平洋パートナーシップ協定が日本国について効力を生ずる日（別段の定めがある場合を除く）。 

２．施行期日 

［内閣官房作成資料］ 
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環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律案の概要 
（関税暫定措置法、経済上の連携に関する日本国とオーストラリアとの間の協定に基づく 

申告原産品に係る情報の提供等に関する法律関係） 

 ＴＰＰ協定の実施に伴い、原産地手続、セーフガードに関する手続等の規定の整備を行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．改正の概要 

 環太平洋パートナーシップ協定が日本国について効力を生ずる日。 

２．施行期日 

［内閣官房作成資料］ 

１．背景 

Ａ．原産地手続（関税暫定措置法及びＥＰＡ申告原産品法の改正） 

  以下に係る手続等の規定を整備。 
  ・我が国に輸入される貨物の原産性等を確認するために税関が行う調査 
  ・我が国から輸出された貨物の原産性に関する輸出先税関への協力 

Ｂ．セーフガード関係等（関税暫定措置法の改正） 

  ①ＴＰＰ協定締約国からの輸入が急増した場合、②ＴＰＰ協定締約国が協定に違反した場合、③ＴＰＰ協定締約国 
  からの牛肉、豚肉などの特定品目の輸入数量が一定の水準を超えた場合等に、それぞれ関税率を引き上げる手  
  続規定を整備。 

Ｃ．その他整備が必要となる規定（関税暫定措置法等の改正） 

 ・ＴＰＰ協定締約国から輸入される麦について、税関長の承認を受けた工場において飼料を製造する場合に限り、 
  関税を撤廃する規定（日豪ＥＰＡに伴い導入された規定の対象にＴＰＰ協定を追加）。 
 ・修繕・加工のためにＴＰＰ協定締約国に一時的に輸出された後に再び輸入される貨物の関税を免除するため  
  の規定。 
 ・農林水産省所管法律の改正等に伴う規定整備。 
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【参考】 
 当資料は、内閣官房ＴＰＰ政府対策本部が公表している資料の抜粋等により作成しております。  
 各ページの表題に〔内閣官房作成資料〕と記載したものは、いずれも内閣官房ＴＰＰ政府対策本部トップ
ページ（URL：http://www.cas.go.jp/jp/tpp/index.html)から次のとおり検索できます。 
 
 5～12ページ、14ページ及び18ページの資料 
  ⇒『説明会』 
   ⇒『平成27年11月04日（水）：大阪会場』 
    ⇒『・会場配布資料（大阪・仙台・福岡・札幌） 
                  ＴＰＰ協定交渉の大筋合意関連資料【PDF:2738KB】』  
 
 15～17ページの資料 
  ⇒『ＴＰＰの効果』 
   ⇒『・ＴＰＰ協定の経済効果分析について 
        ＴＰＰ協定の経済効果分析について（概要）【ＰＤＦ：801KB】』 
 
 19ページの資料 
  ⇒『政府の取組』 
   ⇒『・総合的なＴＰＰ関連政策大綱について  
       「総合的なＴＰＰ関連政策大綱概要」【ＰＤＦ：19KB】』 
 
 20～21ページの資料 
  ⇒『政府の取組』 
   ⇒『・環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律案について 
       「概要」【ＰＤＦ：857KB】』 


